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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。 

２．第69期の１株当たり配当額には、創立80周年の記念配当２円50銭を含んでおります。 

３．売上高には、消費税は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回 次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自平成15年 
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年 
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高     （百万円） 216 117 190 383 270 

経常損益    （百万円） △16 △49 22 △32 △43 

中間（当期）純損益 

        （百万円） 
20 23 △2 △309 74 

持分法を適用した場合の投資

損益      （百万円） 
3 － － △4 － 

資本金     （百万円） 400 400 400 400 400 

発行済株式総数  （千株） 7,735 7,735 7,735 7,735 7,735 

純資産額    （百万円） 2,017 1,681 1,827 1,684 1,768 

総資産額    （百万円） 3,244 2,758 2,824 3,109 2,789 

１株当たり純資産額 （円） 338.50 295.54 321.27 282.79 310.91 

１株当たり中間（当期）純損

益         （円） 
3.02 3.99 △0.50 △48.82 12.93 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益  （円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額         （円） 
－ － 2.0 2.5 5.0 

自己資本比率    （％） 62.2 61.0 64.7 54.2 63.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー     （百万円） 
29 △20 76 216 12 

投資活動によるキャッシュ・

フロー     （百万円） 
60 △119 109 64 △117 

財務活動によるキャッシュ・

フロー     （百万円） 
△163 △135 △146 △259 △217 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高 （百万円） 
405 223 216 499 177 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

          （人） 

6 

(1) 

6 

(2) 

6 

(1) 

6 

(2) 

6 

(2) 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。なお、当社の主要な業務は

次のとおりであります。 

賃貸不動産事業     賃貸店舗・賃貸マンション賃貸駐車場等を行っております。 

自転車事業       開発商社として、自転車の企画開発及び販売事業を行っております。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

 労働組合はありませんが、全社員が集まった社員総会で話し合いが行われ、労使関係については特記すべき事項

はありません。 

  平成17年12月31日現在

従業員数 ６人（１人） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における我が国経済は、製造業を中心に企業収益が改善するなど、全体ではないとしても具体

的な景気回復を感じられるようになって参りました。しかし経済全体を俯瞰するとデジタル家電の急激な成熟

や、Ｍ＆Ａの取り違えた運用方法なども目立つ状況となりました。 

 そのような状況下において、当社は事業構造の変革を決断し実行して参りましたが、ようやくその目処がつい

たと考えております。 

 自転車事業部門ではブランドの信用回復に注力して参りますとともに、新しいコンセプトへの移行（モノだけ

を販売するのではなく、感動や経験も販売する。）もチャレンジして参りました。ようやくとその成果も出始

め、計画数字を上回ることができました。 

 賃貸不動産事業部門においては、大垣市寺内町の商業用地再開発を完了させたのに続き、小牧市堀の内の商業

用地開発も完了いたしました。  

 この結果、当中間会計期間の業績は、売上高190百万円（前中間期比62.1%増）、営業利益25百万円（前中間期

比69百万円改善）、経常利益22百万円（前中間期比72百万円改善）、中間純損失は減損損失14百万円、法人税等

調整額9百万円などにより2百万円（前中間期比25百万円悪化）となりました。事業部門別の状況は次のとおりで

す。 

 

＜自転車事業部門＞ 

 自転車事業部門は、これまでのモノを売る考え方から、小さな感動や経験を提供する考え方にシフトし、ノン

アスベスト自転車の普及などに努めました。また自転車そのものを自転車専売店での販売に適したコンセプトか

ら、ネット販売に適したコンセプトに移行するために、自転車販売店向けに開発した最後の自転車の特売を行い

ました。 

 結果として、販売台数は1,151台（前中間期比13.6%増）、売上高12百万円（前中間期比9.6%増）、売上総利益

1百万円（前中間期比15.8%増）となりました。 

 

＜賃貸不動産事業部門＞ 

 賃貸不動産事業部門は、大垣市寺内町の商業用地の再開発を完了させ、小牧市堀の内の商業用地の再開発も完

了することができました。賃貸マンションの入居率も改善することができました。 

 結果として、売上高177百万円（前中間期比73.9%増）、売上総利益107百万円（前中間期比169.3%増）となり

ました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間におけるキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローが76百万円、投

資活動によるキャッシュ・フローが109百万円それぞれプラスとなり、財務活動によるキャッシュ・フローは146

百万円マイナスとなりました。その結果、当中間期末における資金の残高は、前期末に比べ38百万円増加して

216百万円となりました。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は76百万円（前中間期は、使用した資金20百万円）となりました。これは主に

税引前中間純利益が6百万円計上されたことと、たな卸資産の減少等よるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、得られた資金は109百万円（前中間期は、使用した資金119百万円）となりました。これは定

期預金の払戻しによる収入と、有形固定資産の売却による収入等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は146百万円（前中間期は、135百万円）となりました。これは主に、借入金の

返済等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当社は、ＯＥＭ生産による完成自転車の仕入を行っており、当中間会計期間の仕入実績は次のとおりでありま

す。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

２．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

品 目 金額（千円） 前年同期比（％） 

軽快車 － － 

子供車 － － 

ミニサイクル 5,037 136.3 

特殊車他 － － 

自転車部品 104 24.3 

合 計 5,141 124.7 

品 目 金額（千円） 前年同期比（％） 

軽快車 1,388 66.1 

子供車 5,550 211.4 

ミニサイクル 5,076 97.4 

特殊車他 496 235.1 

自転車部品 296 19.2 

小 計 12,808 109.6 

賃貸不動産収入 177,619 173.9 

合 計 190,427 162.1 

相 手 先 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

コーナン商事株式会社    29,824 25.3 103,175 54.2 

株式会社ユタカファーマシー 19,457 16.5 20,100 10.5 



３【対処すべき課題】 

第一の課題は、安定的な収益体制の確立ですが、これは賃貸不動産の収益拡大と、自転車事業部門の収益性回復に

より、達成されると考えております。 

第二の課題は、将来的な成長性の育成です。これはツノダブランドの有効活用が鍵になると考えております。自転

車事業を単にてこ入れするといった対処療法的なものではなく、根本的な事業性の枠組みまで変えてしまうつもりで

す。その上でツノダブランドをコアとしながら新しい事業分野への展開計画を作成しております。ただしこれらの具

体化のためには、まず小さなテストマーケティングを行うことからはじめるつもりです。 

第三の課題は、生活者のライフスタイルをサポートするという事業活動を行いつつも、それだけに終わらず、事業

活動を通して、地球・社会・人間の失われた絆を回復させ、さらにそれを持続させていくことも考えなければならな

い点です。ただ自社の製品やサービスが売れればいい、時価総額だけが上がればいいという考え方に反省が必要では

ないかと感じております。これは「風の谷プロジェクト（仮称）」の根底に流れるコンセプトです。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

研究開発活動は、自転車事業部門と賃貸不動産事業部門で行っております。  

研究の目的は、自転車を楽しく使ったり、賃貸マンションで楽しく生活することによって消費者の皆さんが得られ

る新しい体験を、分かりやすく実感していただくためのノウハウを開発することがメインです。最近ではそれをＩＴ

技術を使っても伝えるノウハウを研究しております。また新たに始めた研究活動は、将来的に自転車や賃貸マンショ

ンだけに終わらず、ツノダの文化に共鳴するような範囲のライフスタイルに関連する分野まで、少しずつ事業の幅を

広げるための研究活動です。 

主要課題は、 「消費者がそうとは気づかなかった潜在欲求を形にして提案すること」です。ネットショップのテ

ストマーケティングも新しい課題となりました。自転車文化がどの領域の商品・サービスとリンクするのかも新しい

課題です。 

研究成果としては、これまであまり自転車に乗る機会のなかったＯＬや中年男性に喜ばれる新しいジャンルの自転

車を開発できたことやＩＴ技術の活用があげられます。特にＩＴ技術の活用においてはエンドユーザーとの直接に対

話することが可能となり、マーケティング活動やブランドの再構築に大きな成果をあげております。今後はさらに踏

み込んで、販売までその可能性を試してみたいと考えております。  

研究体制は、社内では企画開発スタッフがＩＴ技術を活用して情報収集を行っております。さらにマーケティング

リサーチ活動や研究開発活動を自社内部のみで行うのではなく外部組織をもネットワーク化したシステムとしており

ます。特に賃貸不動産事業に関しては、アナログ的な経験の蓄積が重要であるために４０年以上の経験を持つ企業や

新進気鋭のコンサルタントともタイアップしております。自転車事業部門では、ＩＴ技術を活用しユーザーに対する

ダイレクトリサーチやダイレクトモニターも行っております。  

この結果、当中間会計期間における研究開発費の総額は2,998千円となっております。  

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末において計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種 類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 19,735,000 

計 19,735,000 

種 類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月29日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内 容 

普通株式 7,735,000 7,735,000 
名古屋証券取引所 

市場第二部 
― 

計 7,735,000 7,735,000 ― ― 

 年 月 日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年７月１日～  

平成17年12月31日  
－  7,735,000 －  400,000 －  41,291 



(4）【大株主の状況】 

（注） 上記のほか、自己株式が2,045千株あります。 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住 所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

愛知小牧産業株式会社 愛知県小牧市堀の内4-142 1,108 14.33 

角田 重夫 名古屋市昭和区滝川町26-1 301 3.89 

細川 幸祐 愛知県小牧市西之島1918-1 291 3.76 

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄3-14-12 275 3.55 

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦3-19-17 275 3.55 

名古屋木材株式会社 名古屋市中川区山王2-6-41 220 2.84 

松澤 孝一 東京都池袋本町2-23-10 211 2.72 

堂島関東証券株式会社 東京都千代田区神田小川町１丁目8-1 173 2.23 

株式会社シマノ 大阪府堺市老松町3丁77 150 1.93 

猪子 公子 名古屋市千種区宮根台2-11-5 147 1.90 

計 － 3,152 40.70 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株（議決権の数14個）が含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 2,045,000  
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,593,000   5,593 （注） 

単元未満株式 普通株式   97,000  ―   

発行済株式総数      7,735,000  ― ― 

総株主の議決権 ― 5,593 ― 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ツノダ 
愛知県小牧市三ツ

渕東播州1604-1 
2,045,000 ― 2,045,000 26.43 

計 ― 2,045,000 ― 2,045,000 26.43 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 199 216 225 270 289 360 

最低（円） 190 190 217 225 255 276 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 新任役員 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

就任年月日

取締役 
サイクル部 

アドバイザー  
 河野達司 昭和15年４月９日生

昭和40年３月 当社入社  

平成６年３月 当社サイクル営業部長  

平成７年９月 当社取締役に就任  

平成10年９月 当社取締役を退任  

平成12年12月 当社を退職  

平成17年10月 当社入社相談役に就任 

平成18年３月 当社取締役に就任（現任） 

10 
平成18年 

 ３月17日

取締役 
サイクル部 

アドバイザー 
柴田好一  昭和29年３月８日生

昭和48年４月 当社入社  

平成６年５月 当社を退職  

平成６年５月 株式会社オオシマ入社  

平成11年４月 同社企画開発部長  

平成14年４月 同社取締役企画開発部長  

平成17年12月 同社を退職  

平成18年１月 株式会社エレノア 

   代表取締役（現任）  

平成18年３月 当社取締役に就任（現任）  

－ 
平成18年 

 ３月17日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツによる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２ 556,262   419,432   459,637   

２ 売掛金  9,776   4,329   3,381   

３ たな卸資産  5,360   1,598   7,864   

４ 短期貸付金  20,190   －   70   

５ 繰延税金資産  22,106   67,042   49,157   

６ その他  ※３ 14,233   2,861   51,070   

貸倒引当金  △3,600   △1,200   △1,000   

流動資産合計   624,329 22.6  494,065 17.5  570,181 20.5 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物 ※1,2 802,022   801,117   828,331   

(2）土地 ※２ 755,679   746,630   755,335   

(3）その他 ※１ 46,744   26,563   27,083   

有形固定資産合計  1,604,446  58.2 1,574,312  55.7 1,615,749  57.9 

２ 無形固定資産  6,340  0.2 4,677  0.2 6,040  0.2 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 512,027   733,014   587,085   

(2）その他  23,662   31,056   22,810   

貸倒引当金  △12,800   △12,800   △12,800   

投資その他の資産
合計  522,890  19.0 751,270  26.6 597,095  21.4 

固定資産合計   2,133,677 77.4  2,330,260 82.5  2,218,885 79.5 

資産合計   2,758,007 100.0  2,824,325 100.0  2,789,067 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  56   44   3,206   

２ 短期借入金 ※２ 418,992   261,948   324,686   

３ 未払法人税等  599   925   1,199   

４ 賞与引当金  1,000   1,100   1,200   

５ 事業転換損失   
引当金 

  25,844   －   1,500   

６ 製品保証損失   
引当金 

  11,388   －   －   

７ その他 ※３ 48,941   60,514   48,187   

流動負債合計   506,822 18.4  324,533 11.5  379,979 13.6 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 260,073   215,195   272,414   

２ 繰延税金負債  36,396   181,678   93,391   

３ 退職給付引当金  17,986   19,251   18,410   

４ 役員退職引当金  27,395   29,570   28,483   

５ 預り保証金  227,857   226,301   227,579   

固定負債合計   569,709 20.6  671,997 23.8  640,278 23.0 

負債合計   1,076,532 39.0  996,530 35.3  1,020,257 36.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   400,000 14.5  400,000 14.2  400,000 14.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  41,291   41,291   41,291   

２ その他資本剰余金  8   59   8   

資本剰余金合計   41,300 1.5  41,350 1.5  41,300 1.5 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  100,000   100,000   100,000   

２ 任意積立金  1,002,485   977,751   1,002,485   

３ 中間（当期）未処 
分利益  97,381   141,897   148,445   

利益剰余金合計   1,199,866 43.6  1,219,649 43.2  1,250,930 44.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   212,714 7.7  339,252 12.0  249,060 8.9 

Ⅴ 自己株式   △172,407 △6.3  △172,457 △6.2  △172,481 △6.2 

資本合計   1,681,474 61.0  1,827,795 64.7  1,768,809 63.4 

負債資本合計   2,758,007 100.0  2,824,325 100.0  2,789,067 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区 分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高           

１ 自転車及び部品売
上高  11,691   12,808   19,337   

２ 倉庫収入  3,644   －   3,644   

３ 賃貸不動産収入  102,149 117,486 100.0 177,619 190,427 100.0 247,428 270,411 100.0 

Ⅱ 売上原価           

１ 自転車及び部品原
価  10,328   11,228   16,740   

２ 倉庫原価  2,984   －   2,984   

３ 賃貸不動産原価  62,187 75,499 64.3 70,019 81,248 42.7 129,127 148,851 55.0 

売上総利益   41,986 35.7  109,179 57.3  121,559 45.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   86,291 73.4  84,020 44.1  157,443 58.2 

営業利益又は営業
損失（△）   △44,304 △37.7  25,158 13.2  △35,883 △13.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,757 2.3  3,034 1.6  7,037 2.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２  8,153 6.9  5,705 3.0  14,840 5.5 

経常利益又は経常
損失（△）   △49,700 △42.3  22,487 11.8  △43,687 △16.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  31,963 27.2  5,412 2.8  74,868 27.7 

Ⅶ 特別損失 ※４,６  15,470 13.2  21,326 11.2  7,873 2.9 

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
（△）  

  △33,207 △28.3  6,574 3.5  23,307 8.6 

法人税，住民税及
び事業税  145   145   290   

法人税等調整額  △56,403 △56,258 △47.9 9,265 9,410 4.9 △51,096 △50,806 △18.8 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

  23,050 19.6  △2,836 △1.5  74,114 27.4 

前期繰越利益   74,330   144,734   74,330  

中間（当期）未処
分利益   97,381   141,897   148,445  



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区 分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純利益（△損失） 

 △33,207 6,574 23,307 

減価償却費  31,020 31,151 62,969 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 100 △100 300 

退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

 423 841 847 

役員退職引当金の増
加額 

 1,087 1,087 2,175 

貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

 △600 200 △3,200 

製品保証損失引当金
の増加額     
（△減少額） 

 △18,898 － △30,287 

受取利息及び受取配
当金 

 △2,063 △1,966 △5,955 

減損損失  － 14,694 － 

有形固定資産除却損  － 2,131 － 

投資有価証券売却益  △13,801 △340 △13,801 

投資有価証券評価損  13,812 － － 

支払利息  7,978 5,705 14,602 

売上債権の減少額 
（△増加額） 

 8,036 △1,200 14,852 

たな卸資産の減少額  8,045 6,142 5,541 

未払費用の増加額 
（△減少額） 

 △14,177 2,019 △27,063 

その他  △2,920 13,068 △23,120 

小計  △15,162 80,010 21,169 

利息及び配当金の受
取額 

 2,063 1,966 5,955 

利息の支払額  △7,378 △5,394 △14,063 

法人税等の支払額  △290 △290 △290 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △20,766 76,292 12,771 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区 分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の担保差入
れによる支出 

 △10,000 － △60,000 

定期預金の払戻しに
よる収入 

 95,000 79,000 195,000 

有形固定資産の売却
による収入 

 － 30,000 － 

有形固定資産の取得
による支出 

 △21,597 △4,447 △72,965 

有形固定資産の除却
による支出 

 △6,600 － △6,600 

投資有価証券の取得
による支出 

 － △2,100 － 

投資有価証券の売却
による収入 

 28,096 7,840 28,096 

事業転換損失による
支出 

 △201,195 △780 △220,129 

貸付金の回収による
収入 

 110 70 20,230 

その他  △3,802 － △1,326 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △119,988 109,581 △117,694 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純減少
額 

 △234,500 △92,000 △400,200 

長期借入れによる収
入 

 200,000 － 335,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △54,420 △27,957 △105,685 

自己株式の取得によ
る支出 

 △32,275 － △32,349 

配当金の支払額  △14,196 △27,013 △14,369 

その他  － 75 － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △135,391 △146,895 △217,604 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（△減少額） 

 △276,147 38,978 △322,526 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 499,638 177,111 499,638 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※ 223,491 216,090 177,111 

     



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項 目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社及び関連会社株式  

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。） 

(1）有価証券 

－ 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同 左 

(1）有価証券 

－ 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左  

時価のないもの 

同 左 

 (2）たな卸資産 

商品 

移動平均法による低価法 

  

(2）たな卸資産 

商品 

同 左 

  

(2）たな卸資産 

商品 

同 左 

  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降

取得の建物（建物附属設備を

除く）については定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は次の通

りであります。 

(1）有形固定資産 

同 左 

  

なお、主な耐用年数は次の通

りであります。 

(1）有形固定資産 

同 左 

  

なお、主な耐用年数は次の通

りであります。 

 建 物 ８年～47年 

構築物 ３年～30年 

建 物 ８年～47年 

構築物 10年～30年 

建 物 ８年～47年 

構築物 ３年～30年 

 (2）無形固定資産 

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同 左 

(2）無形固定資産 

同 左 

 (3）長期前払費用 

定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同 左 

(3）長期前払費用 

同 左 

 



項 目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同 左 

(1）貸倒引当金 

同 左 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中

間期の負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同 左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期

の負担額を計上しておりま

す。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間期末における退職

給付債務及び年金資産に基づ

き、当中間期末に発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

(3）退職給付引当金 

同 左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産に基づき、

当期末に発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

  (4）役員退職引当金 

役員退職金の支払いに備える

ため、役員退職金基準内規に

基づく中間期末要支給額を基

礎として実質負担額を計上し

ております。 

 (4）役員退職引当金 

同 左 

(4）役員退職引当金 

役員退職金の支払いに備える

ため、役員退職金基準内規に

基づく期末要支給額を基礎と

して実質負担額を計上してお

ります。 

 (5）事業転換損失引当金 

小牧市堀の内の土地の商業用

地への賃貸借契約締結に伴

い、物流事業よりの撤退費用

及び建物除却解体費用等関連

する損失を合理的に見積り計

上しております。 

  

  

―― 

(5）事業転換損失引当金 

小牧市堀の内の土地の商業用

地への賃貸借契約締結に伴

い、物流事業よりの撤退費用

及び建物除却解体費用等関連

する損失を合理的に見積り計

上しております。 

 (6）製品保証損失引当金 

折りたたみ自転車の自主回収

に関連する損失について、販

売済台数のうち未回収台数の

補償額を合理的に見積り計上

しております。 

  

  

―― 

  

  

―― 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同 左 同 左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び預入れ期間が３ケ

月以内の定期預金からなります。 

同 左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び預入れ期間が３ケ月以

内の定期預金からなります。 

 



項 目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

(1) 消費税の会計処理 

同 左 

(1) 消費税の会計処理 

同 左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成16年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

 固定資産の減損に係る会計

基準 

―――― 当中間会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。こ

れにより営業利益及び経常利益は

169千円増加し、税引前中間純利益

は14,524千円減少しております。な

お、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。 

―――― 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

（中間貸借対照表） 

「預り保証金」は、前中間期までは固定負債の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当中間期において

負債及び資本の合計額の100分5を超えたため区分掲記い

たしました。なお、前中間期の「預り保証金」の金額

は、33,607千円であります。 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

営業キャッシュ・フローの「仕入債務の減少額」は、前

中間期は区分表示しておりましたが、当中間期において

は金額的重要性がなくなったため、「その他」に含めて

表示しております。なお、当中間期においては「その

他」に仕入債務の増加額21千円が含まれております。 

  

  

  

―――― 

  

  

  

  

  

―――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

(1)「地方税等の一部を改正する法 

 律」（平成15年法律第９号）が平 

 成15年３月31日に公布され、平成 

 16年４月１日以後に開始する事業 

 年度より外形標準課税制度が導入 

 されたことに伴い、当中間期から 

 「法人事業税における外形標準課 

 税部分の損益計算書上の表示につ 

 いての実務上の取扱い」（平成16 

 年２月13日 企業会計基準委員会 

 実務対応報告 第12号）に従い法 

 人事業税の付加価値割及び資本割 

 454千円については、販売費及び一 

 般管理費に計上しております。 

  

(1)  

 ――――― 

(1)「地方税等の一部を改正する法 

 律」（平成15年法律第９号）が平 

 成15年３月31日に公布され、平成 

 16年４月１日以後に開始する事業 

 年度より外形標準課税制度が導入 

 されたことに伴い、当中間期から 

 「法人事業税における外形標準課 

 税部分の損益計算書上の表示につ 

 いての実務上の取扱い」（平成16 

 年２月13日 企業会計基準委員会 

 実務対応報告 第12号）に従い法 

 人事業税の付加価値割及び資本割 

 909千円については、販売費及び一 

 般管理費に計上しております。 

(2)        ―――― (2) 当中間会計期間より、「役員賞 

 与に関する会計基準」（平成17年 

 11月29日 企業会計基準第４号） 

 を適用しております。これによる 

 損益に与える影響はありません。  

(2)     ――――  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度末 
（平成17年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,678,298千円 1,701,761千円 1,685,346千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 332,000千円 

建物 686,332千円 

土地 222,690千円 

投資有価証券 414,243千円 

合 計 1,655,265千円 

現金及び預金 203,000千円

建物 266,388千円

土地 162,879千円

投資有価証券 563,573千円

合 計 1,195,841千円

現金及び預金 282,000千円

建物 269,654千円

土地 162,879千円

投資有価証券 426,642千円

合 計 1,141,176千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 401,400千円 

長期借入金 277,665千円 

(１年内返済分含む)   

合 計 679,065千円 

短期借入金 143,700千円

長期借入金 333,443千円

(１年内返済分含む)   

合 計 477,143千円

短期借入金 235,700千円

長期借入金 361,400千円

(１年内返済分含む)   

合 計 597,100千円

※３ 消費税の表示 ※３ 消費税の表示 ※３  

仮払消費税及び仮受消費税を相殺のう

え、10,966千円を流動資産のその他に

含めて計上しております。 

仮払消費税及び仮受消費税を相殺のう

え、1,697千円を流動負債のその他に

含めて計上しております。 

――  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 340千円 

受取配当金 1,722千円 

受取利息 136千円

受取配当金 1,829千円

受取利息 483千円

受取配当金 5,472千円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 7,978千円 支払利息 5,705千円 支払利息 14,602千円

※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの 

投資有価証券売却益 13,801千円 

製品保証損失引当金

戻入額 

8,371千円 

投資有価証券売却益 340千円

自主回収製品仕入先

補償額 

4,352千円

投資有価証券売却益 13,801千円

製品保証損失引当金

戻入額 

19,491千円

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの 

投資有価証券評価損 13,812千円 固定資産除却損 2,131千円

減損損失 14,694千円

過年度消費税 3,111千円

固定資産除却損 194千円

事業転換損失 2,660千円

過年度消費税 2,481千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 30,720千円 

無形固定資産 300千円 

有形固定資産  30,851千円 

無形固定資産  300千円 

有形固定資産 62,369千円

無形固定資産 600千円

※６      ―――― ※６ 当中間会計期間において、当社は以下 

   の資産について減損損失を計上しまし 

   た。  

 資産のグルーピングについては、継続的に

収支の把握を行っている管理会計上の事業区

分を使用してグルーピングしております。  

 現在、自転車事業部門にて利用している小

牧市の建物及び上記遊休資産について、帳簿

価額を 備忘価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（ 14,694千円）として特別損失に計上

しました。 

 場 所 用 途 種 類  
減損損失 

 計 上 額 

 愛知県 

 小牧市 
 倉 庫  建 物 3,156千円 

 青森県 

 鯵ヶ沢町 
 遊休資産 

 土地・ 

  建物 
4,786千円 

 愛知県 

 春日井市 
 遊休資産  土 地 4,204千円 

 愛知県 

 その他 
 遊休資産 

 建物・無形 

   固定資産 
2,546千円 

※６      ―――― 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額 

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中 

 間貸借対照表に掲記されている科目の金額 

 との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対 

 照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） （平成17年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 556,262千円 

担保に供している定期預

金 

△332,000千円 

別段預金 △770千円 

現金及び現金同等物 223,491千円 

現金及び預金勘定 419,432千円

担保に供している定期預

金 

△203,000千円

別段預金 △342千円

現金及び現金同等物 216,090千円

現金及び預金勘定 459,637千円

担保に供している定期預

金 

△282,000千円

 別段預金 △525千円

現金及び現金同等物 177,111千円

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 その他（工具器具備品） 

取得価額相当額 21,582千円 

減価償却累計額相当額 17,265千円 

中間期末残高相当額 4,316千円 

 その他（工具器具備品） 

取得価額相当額 21,582千円 

減価償却累計額相当額 21,582千円 

中間期末残高相当額 －千円 

 その他（工具器具備品） 

取得価額相当額 21,582千円 

減価償却累計額相当額 19,423千円 

期末残高相当額 2,158千円 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同 左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してお

ります。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,316千円 

１年超 －千円 

合 計 4,316千円 

１年内 －千円 

１年超 －千円 

合 計 －千円 

１年内 2,158千円 

１年超 －千円 

合 計 2,158千円 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

   （注） 未経過リース料期末残高相当額の

算定は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(3）支払リース料、減価償却費相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 2,158千円 

減価償却費相当額 2,158千円 

支払リース料 2,158千円 

減価償却費相当額 2,158千円 

支払リース料 4,316千円 

減価償却費相当額 4,316千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

ゼロとした定額法によっております。 

同 左 同 左 

  （減損損失） 

リース資産に配分された減損損失はありませ

ん。  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について13,812千円減損処理を行っております。

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、中間期末日の時価と取得原価を比較し、時価が取得原価の50％

以上下落した場合に減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落した場合は、取得原価を30％以

上下回った状態が相当期間継続しているその他有価証券について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当該有価証券の減損処理にあたっては、中間期末日の時価と取得原価を比較し、時価が取得原価の50％以上下

落した場合に減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落した場合は、取得原価を30％以上下回

った状態が相当期間継続しているその他有価証券について減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない有価証券の内容 

区 分 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株 式 127,611 484,492 356,881 

その他 274 296 22 

合 計 127,885 484,789 356,904 

区 分 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 38 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 27,200 

区 分 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株 式 142,025 710,754 568,729 

その他 2,073 2,559 486 

合 計 144,098 713,314 569,215 

区 分 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 19,700 



前事業年度末（平成17年6月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当該有価証券の減損処理にあたっては、当期末日の時価と取得原価を比較し、時価が取得原価の50％以上下落

した場合に減損処理を行っております。また、30％以上50％未満下落した場合は、取得原価を30％以上下回っ

た状態が相当期間継続しているその他有価証券について減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成16年12月31日現在） 

  

      該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末（平成17年12月31日現在） 

  

      該当事項はありません。 

  

前事業年度末（平成17年６月30日現在） 

  

  該当事項はありません。 

  

区 分 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株 式 141,723 559,576 417,853 

その他 274 308 34 

合 計 141,997 559,885 417,887 

区 分 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 27,200 



（持分法損益等） 

前中間会計期間 （自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

  

            該当事項はありません。 

  

当中間会計期間 （自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

  

            該当事項はありません。 

  

前事業年度   （自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 

  

            該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 295.54円

１株当たり中間純利益金額 3.99円

１株当たり純資産額 321.27円

１株当たり中間純損失金額 0.50円

１株当たり純資産額 310.91円

１株当たり当期純利益金額 12.93円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額は、１株当たり当期純損失

であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

   

 
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

中間（当期）純利益又は中間純損失（△） 

                 （千円） 

23,050 △2,836 74,114 

普通株主に帰属しない金額     （千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は普通株

式に係る中間純損失（△） 

                 （千円） 

23,050 △2,836 74,114 

期中平均株式数          （千株） 5,771 5,689 5,730 



（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

  



(2）【その他】 

平成18年２月16日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額           11,378千円 

(ロ) １株当たりの金額               ２円00銭  

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日      平成18年３月10日  

（注） 平成17年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

    す。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第69期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月29日東海財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書

  平成１７年３月２８日 

株 式 会 社 ツ ノ ダ   

 取 締 役 会 御 中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 加賀 國立  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 加藤 正樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蛯原 新治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ツノダの平成１６年７月１日から平成１７年６月３０日までの第６９期事業年度の中間会計期間（平成１６年７月１

日から平成１６年１２月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ツノダの平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年７

月１日から平成１６年１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

  平成１８年３月２７日 

株 式 会 社 ツ ノ ダ   

 取 締 役 会 御 中  

 監査法人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 加藤 正樹  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蛯原 新治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ツノダの平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１７年７月１

日から平成１７年１２月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ツノダの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年７

月１日から平成１７年１２月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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